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B2 B3 B4 M1 M2 D2 計
人発 0 20 20 1 1 0 42
理 2 13 3 2 0 1 21
工 0 5 1 0 1 0 7
地域 — — — — — — 3
表7　理科支援員年数
年数 1 2 3
人発 21 20 1
理 16 4 1
工 5 2 0


























































希望者 幼 小 中 高 希望率/%
人発 40 2 32 4 2 95
理 16 0 0 4 7 76
工 0 0 0 0 0 0
地域 0 0 0 0 0 0
表8　教員免許取得状況と校種内訳
取得 幼 小 中理 中他 高理 高他 なし
人発 42 10 25 7 15 6 8 0
理 20 0 0 11 1 13 2 1
工 3 0 0 0 0 0 1 4
















人発 30(71) 13(31) 3(7) 11(26) 2(5)
理 13(48) 3(14) 4(19) 5(24) 2(10)
工 1(14) 0 4(57) 0 1(14)







人発 2 18 15 2 5
理 2 17 0 0 2
工 2 5 0 0 0











人発 12 22 6 0 2
理 7 7 5 0 2
工 3 3 1 0 0

















































































































項目 1 2 3 4 5 6
人発 30 19 27 26 2 0
理 11 4 14 18 2 2
工 5 4 5 4 0 0
地域 2 2 1 2 1 1
表14　2009年度の出勤開始月
月 4 5 6 7 8 9 10 不明
人発 1 3 8 0 0 4 25 1
理 0 0 11 3 2 2 2 1
工 0 1 1 0 1 3 1 0
地域 1 0 2 0 0 0 0 0
表13　担当学年
学年 4 5 6 5,6 4,5,6 3,4,5,6 特になし 不明
人発 0 4 6 27 1 1 1 2
理 1 5 5 8 0 1 1 0
工 0 2 0 3 0 1 0 0
地域 0 0 0 3 0 0 0 0
表15　2009年11月6日までの出勤回数
回数 0-9 10-19 20-29 30-39 40-49 50以上不明 平均
人発 31 4 6 0 1 0 0 8.8
理 8 11 2 0 0 0 1 11.4
工 3 3 1 0 0 0 0 11.1









人発 25 3 2 12
理 13 2 0 6
工 4 0 1 2
地域 1 1 1 0
表16　出勤率
9割以上 7-9割 5-7割 5割未満 不明
人発 27 8 5 0 2
理 12 4 2 1 2
工 5 1 1 0 0
地域 2 1 0 0 0
表19　連絡方法
電話 メール 口頭 ノート等
人発 22 4 18 5
理 10 7 7 1
工 4 1 2 0













































































































































































































































































したい したくない できない 不明
人発 18 1 7 16
理 15 0 1 5
工 2 1 1 3
地域 3 0 0 0
表21　教員採用試験についての実感
ある ない 不明
人発 26 3 13
理 5 1 15
工 0 0 7
地域 0 0 3
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をたいけんできる。しかし，実際の小学生を相手
にする理科実験は，授業のなかではほぼ不可能
（出前講座の際に理科専攻の学生が参加する場合
があるが限られている）。ところが，理科支援員
に行けば，現場の先生と協力して経験を重ねられ
る意義を実感していることがアンケート回答から
読み取れる。地域で教育に協力したいという地域
人材の方にとっても働きがいのある仕事が提供で
きている。
　22億円で全国数千の小学校で支援員が活躍し，
それが将来の教員養成や地域の教育力の向上につ
ながるという面で，理科支援員にはほかの施策に
はない意義があり，高いコストパフォーマンスが
あることを，富山の事例は示している。
　　
論点2：現実の学校のなかで確実に機能できる支
援策であるかどうか
　理科支援員には，いま大量退職期を迎えている
かつて理科が主要教科だった時代の経験をもつ教
員の授業力を新しい世代に継承していく効果もあ
りえる。また，理科支援員に見通しをもって指示
を与えることで協力が得られ，いままでできな
かった授業づくりの挑戦ができる結果，現職教員
の資質を向上させる効果もある。
　しかも，理科に力をそそいだ結果，ほかができ
なくなったというようなことにはならないのが学
校現場からも歓迎される理由の一つだろう。理科
支援員の存在が，プラスαをもたらしているので
ある。いま小学校の教員はとても忙しい。各教科
の指導だけでなく，生活指導や安全指導，保護者
対策（さらには全国学テ対策とか）などにも時間
とエネルギーをさきながら，ふらふらになって限
界ギリギリでやっているという面がある。
　その現実のなかで機能する支援策が求められて
いる。研修で理科を重視するのも大事であるが，
理科ばかりやってられないという事情も汲み取る
必要があるだろう。したがって，理科支援員のよ
うなかたちで，無理なく授業力がアップするしく
みは着実な成果に結びつきやすいといえる。
　理科専科にも，専門性の蓄積といったいい面は
あるが，小規模な学校にまで専科教員を揃えるの
は予算的に厳しいという問題もある。いっぽう，
全人教育のための学級担任制の意義もある。この
現実を考えても，理科支援員という有用な選択肢
をいますぐに切ってしまうのはもったいないと思
われる。
論点3：なぜ全国の校長先生から好評だったのか
　学校現場の忙しい状況のなか，成果が見込める
理科支援員は好評であった。事業仕分けの際に説
明側が紹介した「学校の校長からも文科省には近
年にないすばらしい施策といわれている」という
主旨の現場の意見は，本音がストレートに表現さ
れたものといってよいだろう。
　論点3で述べた理由に加え，教員志望の学生の
相手をするということは，後継者養成につながる
との実感をもてるので，現場教員たちも意義を感
じてくれる。地域の協力者の輪が広がることもも
ちろん歓迎されている。
　学校長の責任のもとに出勤管理と教育委員会へ
の報告がされ，必要以上に手間取る詳細な報告が
求められなかったのも，好評の原因として指摘し
ておきたい（ほかの支援策には，実施内容や会計
に関する詳細すぎる報告や管理を求められたため
に，児童・生徒への対応時間が損なわれると多忙
な学校現場で歓迎されないものも珍しくない）。
論点4：平等な制度なのかどうか
　15億円使っているSSHは各都道府県あたり2校
で全国100校。全高校数を5000とすると2％に重点
投資されている。いっぽう，理科支援員は小学校
からの求めに応じて幅広く配置できる。富山で
は，求めがあった小学校のほとんどすべてにあた
る小学校への配置が実現した（配置できなかった
のは遠方の小規模校であったが，小規模校は教員
の目が行き届きやすいというメリットがもともと
ある）。
　研修制度の拡充も大賛成であるが，すべての現
職教員が一度に研修を受けられるわけでは必ずし
もない。研修の効果も，じわじわと広がっていく
という点で，完全平等ではない。
　理科支援員は，即効性がありかつ相当程度平等
性のある支援策だといえる。
　2009年総選挙に向けた民主党マニフェストに
は，教員養成6年制と教育実習1年制が盛り込まれ
ている。上記の論点に示したとおり，富山におけ
る理科支援員等配置事業や学びのアシストによる
現場での実践的な学び，それと大学での学びが相

3年目を迎えた「理科支援員等配置事業」
―259―
乗効果をもたらしているのだとすると，教育実習
1年制を先取りし，そのモデルを示していると考
えられる。したがって，マニフェスト実現のため
にも，本制度のレビューは適切に実施する価値が
高いと思われる。
論点5：ポスドクを活用しないと筋が悪いか
　ポスドクのなかには，小学校や中学校の教員に
ふさわしい資質をもった人もいるだろう。そうい
う人が進路転換し，学校現場で活躍できるように
するというのは大賛成である。大阪教育大学と大
阪府教育委員会がスタートさせる京都大学理学研
究科のポスドク向けに教員養成の講座のように
（2009年12月6日付読売新聞），教員養成機能を
もった大学が協力するのはとてもよいことだと考
える。
　しかし，いま1万5000人以上いるといわれるポ
スドクの方のうち，教員にふさわしい資質があり
かつ教員になってよいと思ってくれる人はどのく
らいいるのだろうか。このところの日本は，科学
に情熱を燃やす若い人をポスドクという安上がり
のポジションにつけて，科学労働者として活用し
てきた。彼らの努力が科学の発展に貢献してきて
いる。しかし，その後の職場を用意しようとしな
かったことの問題は大きい。
　その後の進路として教員の道は有力なものの一
つではあるのもまちがいないが，それだけで解決
できることも限られているだろう。したがって，
ポスドクの活用ばかりを強調するのは，筋がよい
とは感じられない。
論点6：この制度の弱点はどこか
　地域によって，人集めに汲々として，効果がま
だ出ていないところもあるという。また，ほかの
施策のほうがよりふさわしい地域もあるだろう。
全国一律に政府（理科支援員の場合は科学技術振
興機構と県教育委員会が契約）から資金が流れる
というしくみは最善のものとはいえないという批
判は，そのとおりかもしれない。工夫の余地はあ
る。
　また，この制度はコストパフォーマンスが高
く，すでに各地で有効活用されているが，それだ
けで（たった22億円だけで）理科支援が完結する
こともない。
　トップダウンの予算だという問題，すなわちい
つ切られるかもしれないという心配は当初から
あった。富山では，だからこそ，真剣に有効活用
を図ってきた。
　今年理科支援員を始めた富山大学3年生の支援
員のアンケート回答をみるとほとんど全員が来年
もまたやりたいと考えていることがわかる。2年
目の支援員の回答からは，1年目の経験をいかし
て，2年目にはよりよい支援を実現したいと試行
錯誤しているようすがうかがえる。本論で示した
とおり，卒業生たちが，理科支援員の経験をいか
し，教員となって現場で活躍するようになってい
る。そんな先輩たちの頑張りが伝わっているの
で，授業時間割に少し余裕ができる来年か再来年
に支援員に行けるのを楽しみにしている1年生，2
年生もいる。
　それにもかかわらず，来年の実施に大学として
地域として責任をもてないのは大問題であるが，
教育委員会の担当者，学内の担当者，地域の学校
関係者，毎年の支援員たちと協力して，ここまで
育ててきた制度が，現場での成果や課題を明らか
にしたレビューによらず，一方的な決定によっ
て，簡単に壊れてしまうことの問題も大きいとい
わざるをえない。
論点7：市民社会におけるNPOや地方大学の役割
は何か
　理科支援員等配置事業が始まる前に「理科支援
員」支援シンポジウムを開催するなどの準備をし
て取り組めた富山のアドバンテージは，筆者1人
林がNPO法人理科カリキュラムを考える会の一員
として科学リテラシー向上のための研究費を分担
できる機会に恵まれたからであった。傍観者とし
てではなく，富山のほかの関係者と協力しあっ
て，この制度を富山の地でフル活用しようと試行
錯誤に努められたのも，地域貢献をしたいという
願いをもった富山大学の一員であったからであ
る。
　政府トップダウンの予算であれ，地域独自の仕
組みであれ，いま大事なことは地域で成果をだし
て，政策のよしあしを実証することだろう。
　政策のよしあしや政策転換の判断は，それに基
づいてなされるべきであり，それをよりよいもの
にしていくのも，市民社会におけるNPOや地方大

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学の役割だということを痛感させられている。
　今回の「政権交代」は，「明治憲法発布と国会
開設」，大正デモクラシー期に実現した「普通選
挙」，戦後日本の政治のあり方を決めた「55年体
制の確立」と比肩されるほどの大きな転換点を意
味するという（3）。今後，日本の新しい民主主義
を地域連携，大学の市民社会への積極的参加に
よってでつくりあげていくためにも，本事業をそ
のモデルとして新年度に継続できるよう慎重な検
討をお願いしたい。
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